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ロシア沿岸警備隊（その3）

小川哲也

【総説】

はじめに

ソ連邦崩壊後のロシア連邦では、ソ連邦の枠組みを残して、新環境に対応すべ

くCIS諸国の外縁国境を第一次国境として多国間及び二国間協力によりロシ

ア連邦国境警備庁（以下、FPS）が参加した形での合同警備等を行っていた。

しかし、CIS諸国の独立志向が高まるにつれ、外縁国境の警備から退き、

第二次国境である本来の自国国境のインフラ整備及びその警備体制の構築を迅

速に行わざる得なくなるとともに、隣国との協調を図りながらも、緩衝地

帯であるべき隣国の政府がロシアから離反するのを避けるべく然るべき諜報

活動を行わねばならなくなった。

国境全体の状況は、西側諸国との国境は状況が安定しており、紛争の種

となっていた中国国境も国境線画定により安定するなど、冷戦時代の鉄の

カランに代表されるようなトタル型の軍事的警備の必要性はなくなった。しか

し、ソ連邦崩壊、冷戦構造の終蔦による世界情勢の不安定化によって世界各

地で民族紛争やテロが多発し始め、ロシアでもチェチェン共和国及びクヾルシ～ァ国境を抱

える北コーカサス地方の国境では、ソ連邦時代とは打って変わって民族紛争やテロ

が頻発し、軍事的な武装対処を余儀なくされた。

また、世界経済のクヾローハ㍉化により国境を開き、国境での人と物の自由な

動きを促進せねばならない一方で、特にCIS諸国との未整備の国境での武

器及び麻薬を含めた各種物品の密輸、密入出国、並びにロシア水域での大掛か

りな密漁及び海産物の違法輸出といった越境犯罪が蔓延し、国境インフラの整

備とともにその取締を強化せざる得なくなった。

そのため、こうした状況に対応した新しい国境政策、国境警備体制及び

国境整備計画を策定し、これを実現する改革が始まった1）。この改革の主

要な柱は、未整備国境の整備及び老朽国境の近代化を目的とする「ロシア連邦
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国境」連邦特別計画（以下、国境特別計画）の実現と、国境安全保障上の

脅威であるテロ及び越境犯罪の対策並びに国家安全保障上の観点からのCIS

諸国など隣接国に対する諜報の権限及び機能を全体として連邦保安庁（以

下、FSB）に委ね、その組織的最適化を図ることによる警備の強化である。

このFSBの組織的最適化として、大統領付属連邦政府通信情報庁（以下、

FAGCI）及び連邦国境警備庁（以下、FPS）が廃止され、前者の機能の一部

及び後者の機能の全てがFSBに移管され、前者はFSBの直轄組織に、後者

は、一定の組織的一体性は保持したが、国境活動を担う国境総局というFSB

の一部局とされた2）。その後のFSB国境総局の組織的最適化の柱は、①FSB

の国境現場機関としてその勢力の現場への集中、②国境安全保障上の脅威

が軍事的な脅威からテロ及び越境犯罪等の非軍事的な脅威に変質したことに

伴い、軍との連携を想定した軍事的警備からFSBの他の部局及び他の法保

護機関との連携を想定した機動（諜報、防諜、捜査）的警備への移行、並

びに警備装備の近代化、③開かれた国境として西側並みの短時間の入出国・

通関手続を実現するための国境検問所の近代化である。

もう少し具体的には、①FSBと競合する機能組織のFSB本体への統合及

びこれに伴う国境総局中央機関のスリム化並びに地方機関への分権、②FSBの

他の部局及び他の法保護機関との相互活動強化の必要性から地方機関の組

織区分を軍管区に準じた広域管区制からFSB及び内務省等の他の法保護機

関と同じ行政単位区分制への変更、③北コーカサス地方でのテロ対策及び民族紛争

対策としての軍事的な武装警備、その他の地域での越境犯罪対策としての

機動的警備といった地域事情に応じた地域別の警備体制、④国家的課題で

ある軍人定員の削減並びに新警備体制及び近代装備に対応できる優秀な人

材の確保という観点からの他の省庁に先んじた徴兵制の廃止、契約軍人制

の導入及び処遇改善、並びに中等・高等専門教育施設の充実による職業的専

門家集団組織への移行、⑤最大限の自動化及び省力化による人員削減と表

裏一体となった近代的な国境警備保安モニタリげシステムの導入、連邦漁業庁の漁

業モニタルク～システムなど関係省庁とのその情報システム利用協定の締結、関係諸国と

の国際的情報交換システムの構築、並びにこれら内外情報を統合活用するオンライ

ンネットワーク指揮管理システム（シチかションセンターシステム）の創設、⑥近代的な国境警備保
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安モニタリンクヾシステムの導入と一体となった特殊部隊及び遊撃部隊による事案発

生時の対応という省力型移動警備体制への移行である。

本稿は、こうしたFSB国境総局の組織的最適化の中で生まれた沿岸警備

隊についてその組織的実体を明らかにしようとするものである。

1FSB国境総局の組織的最適化と沿岸警備隊の創設

FPSを廃止し、FSBに国境総局を設置することを定めた2003年3月11

日付け第308号大統領令から4ケ月後の2003年7月、最初の国境総局中央

人事がプサン大統領によって行われた。FSB第一次長・国境総局長ウラシヾ－ミル・

プロニチェフ陸員大将はその地位を保持し、彼の下に6名の新次長が置かれた3）。

地方機関改革では、これまでの10のFPS地域局に代わって、2004年7

月に行政単位区分原理に基づき7つの連邦管区に地域国境局が設置される

とともに4）、2004年8月頃から設置が報道され始めていたが5）、国境エリア通

行証交付関係FSB行政執務規則についての2008年11月19日付け第572

号FSB令付属書（2009年7月27目付け改正規定）によれば、この時点で

連邦主体に32の国境局及び海洋方面に3つの沿岸警備国境局（黒海・げ7、

サハリン及び北東沿岸警備国境局）（以下、国境局）が設置されている。

（1）地方分権と監督強化．

地方国境機関改革の重要な柱の一つは、勢力の配分比率が国境現場80％、

管理・補給部門20％というヨーロツハ0並みの国境現場への勢力集中である6）。こ

のために、これまでの食料品に至るまでの中央調達を見直し、中央調達を

15％、基本的に装備・弾薬に限り、補給品の85％を現場調達にし、中央調

達品も各国境局に配分される資金の限度内でその要求物品を品目リストに従

って中央発注するなど、経営・補給・資金管理といった権限を大幅に国境局

に委ね、不要となった中央調達組織を廃止した7）。国境局は、こうした財

政的挺子により国境警備に必要な勢力及び資機材の整備及び運用に一定の

フリーハンドを持ち、国境現場の警備業務に自立的に対処できる権限と責任を持

つ地方国境機関となっている8）。

他方、国境局に配分される資金及びその購入資機材の運用及び消費に対

して、汚職防止及び予算節約もあるが、中央からの監督が強化され9）、国

－　55　－



56－ロシア沿岸警備隊（その3）

境局長は毎年モスクワで予算要求説明を行い、その予算を然るべく確保をせね

ばならなくなっている10）。

これまでの改革により、2010年5月の国境総局次長ニコライ・ルイパルキン陸員中

将の発言によれば11）、改革の暫定調整組織であった各連邦管区の地域国境

局は南方連邦管区を除いて全て廃止され、現在の組織体制は「国境総局一

国境局」というFSB本体組織と同じ2環体制となり、職員総数の70％が国

境を直接警備するという勢力配分の最適化が達成され、2011年10月のプロ

ニチェフ国境総局長の発言によれば12）、不要な部隊は編成が解かれ、部隊数は

半減し、将軍の数も半数以下となり、現在のFSB国境総局の職員総数は10

万入超13）、業務用の馬が約2000頭、犬が約4000匹、沿岸警備隊の艦艇勢

力が約500隻14）である。

（2）沿岸警備隊の創設

2005年5月にFSB国境総局にその海上勢力と陸上沿岸勢力とを統合して

沿岸警備隊が創設されるという報道があったが、この時点の改革は、軍事

組織の象徴としてFSB隷下で直ぐに廃止された総司令部（rJIaBHもⅠ孟IHTa6）

の機能を継承するFSB国境総局組織局（nerIaPTaMeHT）に、機能組織として、

国境警備局、国境監督局などと並んで置かれていた海上警備機能を担う海

洋警備局が沿岸警備局（yIIPaBJIeHHe）に、地方機関の国境局の海洋部が沿

岸警備部に改組されるとともに、国境局の海陸統合部署組織として沿岸警

備分遣隊（OTP叩6eperoB0歳0ⅩPaHもⅠ）〔現海陸統合監部（CJIy3fC6a）〕が創

設され始めるという段階であり15）、FSB国境総局組織局の沿岸警備局長も

FPS海洋警備局長であったセルシヾヤーニンゼヤチェスラフ海員中将が就任していた16）。

FSB国境総局の現行2局体制に変わる改革は、効果的FSB沿岸警備システム

の創設に関する2006年1月16日付け第169号大統領委任及びFSBが2006

年に採択した2010年までのFSB沿岸警備システムの形成概念に従って行われ17）、

2007年8月頃までに、これまでの国境総局組織局に国境警備、海上警備、

国境監督などの機能を担う部局を置く機能別区分組織から、海軍と陸軍と

いう軍種別組織のように、陸上・河川湖沼域を担う国境警備局と海洋・陸上

沿岸域を担う沿岸警備局（且eIlaPTaMeHT）という対象別に独立した2局を

国境総局に置く対象別区分組織に変わった18）。その初代沿岸警備局長には
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FSB出身のFSB国境総局次長のとリトル・トルプア）フ陸員少将が任命された19）。

沿岸警備局の傘下には、2007年5月のプロニチェア国境総局長の発言によれ

ば20）、13の国境局21）（海洋方面に3つの沿岸警備国境局及び海洋国境を持

つ連邦主体に10の国境局）（以下、沿岸警備系国境局）が置かれた。また、

これら沿岸警備系国境局の傘下には、その市町村自治体レヾルの部署組織と

して、FPS地域局の直轄下にあった独立国境警備分遣隊、独立国境警備分

艦隊及び独立国境検問所などを海陸統合した監部、並びにFPS地域局の支

部組織であった国家海洋監督局組織が置かれた。

具体的に如何なる国境局が沿岸警備局の傘下にあるのか、2009年1月11

日付け第1号FSB令で承認された海洋生物資源保護監督国家機能の遂行に

かかるFSB行政執務規則22）第6条の付属書1は、この国家機能を遂行する

国境局として、次の13の沿岸警備系国境局を列挙している（下表）。

海洋生物資源保護国家監督機能執行連邦主体（方面）FSB国境局－・覧表

北西連邦管区（フィンランド湾、ハヾルト海、

（カムルマンスク州国境局

白海、ハヾレンツ海、カラ海及び北極海）

③サンクトへ守ルハレク市＆レこげラード州国境局‡

（ヨアルハンケヾリスク州国境局 ④カリこげラード州国境局

南方連邦管区（黒海、アリ÷

フ沿岸警備国境局

フ海及びカスヒn海）

⑥カルムィキヤ共和国＆アストラハン州国境局

北コーカサス連邦管区（＊1）（カスヒ（海）

デスタン共和国国境局

ウラル連邦管区（カラ海、ラフ守フ海及び北極海）

⑧ク／レがン州＆チュメニ州国境局（＊2）

シヘヾリア連邦管区（ラフ（テフ海、東シヘヾリア海及び北極海）

、一　一l′　Wl竹上．巨辛：∴

極東連邦管区（北極海、 東シヾリア海、チュコート海、へヾ－リげ海、太平洋、
オホーツク海、日本海及び間宮海峡）

⑲ハハヾロブスク地方＆げヤ自治州国境局 �⑫サハリン沿岸警備国境局 

⑪ブコ　モトルスク地方国境局 �⑬北東沿岸警備国境局　　　　　　　‡ 

（＊1）2010年1月南方連邦管区から北コーカサス連邦管区が分離新設

（＊2）北極圏に面するヤマロ・ネネッ自治管区の国境エリア監督組織はクルがン州＆チュメニ州国境局23）

（＊3）北極圏に面するタイミル自治管区の国境エリア監督組織はげォシヒマルスク州国境局24）

2　競合機能組織のFSBへの統合と国境総局中央機関のスリム化

FSBの組織的最適化として、FSBと国境総局とで機能的に競合する組織が、
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FSBに統合一元化され、国境総局の中央機関がスリム化された25）。プロニチェア国

境総局長は、これによって中央機関の機能が明確化され、大幅な定数削減

が可能になり、現在中央機関が特に主力を傾注しているは、国家安全保障

システム全体の枠組みの中での国境政策の作成及びFSB諸機関が行う国境活動

の組織化への参加であると述べていた26）。

具体的に国境総局の如何なる機能組織がFSB本体組織と競合するとされ

たのであろうか。

（1）航空隊：国境総局の航空隊は、ソ連邦KGBの解体時にFPSに移管され

ていたものだが27）、FSB航空局の傘下に移された。これによって国境総局

が航空機を利用するには、その利用申請をFSB長官に提出し、その承認を

得る手続が必要となっている。

2007年段階でFSB航空局の航空勢力は約300機とのことだが、FSB航空

局長ニコライ・がデリロブ少将によれば28）、この改革で航空要員の定数は1000人以

上削減され、航空隊の部隊名称も変更され、各独立部隊は、大きいものが

FSB統合航空分遣隊に、小さいものがFSB独立航空分遣隊となり、諸地域

の部隊の管理は各航空センターが行っている。

現在、FPSのクルがン軍事航空大学はFSBの国境系大学に改組され、FSB航

空隊の飛行士の募集は国防省の大学で行われている。その養成先の空軍で

は、軍事教育施設改革の一環として、ボロネジの軍事大学をへしスに、空軍以

外のFSB航空隊などの要員養成をも行う空軍統一軍事教育研究センターが2012

年までに創設されることになっている29）。

航空機の整備は、警備艦艇の整備と同様に、困難な状況にあり、経済性

重視から小型機優先で、導入されている新型機は小型ヘリKa－226及び軽飛行

機SM－92T（Finist）、並びに改良型Miu8ヘリである。FSB航空局が保有する航

空機は一般的な固定翼及び回転翼機であるが、アーミー航空隊（陸軍航空隊、

国防省航空隊、地上軍航空隊）などとの差別化において唯一異なるのは上

記Ka－226及びSM－92T、小型ヘリAnsat及びMi－8ヘリのような機体でさえ特殊

装備を備えていることにある。

FSB航空隊の主要任務は、各種犯罪対策のための航空偵察（国境、領海、

排他的経済水域、大陸棚、海洋生物資源及びCIS諸国外縁国境の警備、捜
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索及び監視ハ0トロール）、テロリストの早期発見及び無害化、FSB特殊部隊（アルファー

部隊、ゲィンヘ0ル部隊）等の輸送及び航空支援の3つである。

沿岸警備隊関係の新しい動きとして、Ka－27型艦載ヘリの格納庫を備えた

設計番号1135．1型1級警備艦3隻（北東沿岸警備国境局所属）の基地（へ0

トロハOデロフスク・カムチヤトキイ市）及びこのKa－27型艦載ヘリを保有するFSB唯一の部

隊である第5統合航空分遣隊（ェげボ市）があるカムチャッカでは、2005年頃か

ら極東連邦管区のFSB航空隊のハOィロットを集めてKa－27型艦載ヘリ搭載1135．1

型警備艦を使った合同の艦載ヘリ離着艦訓練が行われている30）。

（2）国際協力：FSB国境総局の諸外国ハ0－トナーとの国際協力はFSB統一国

際協力システムの枠内で行われていると70ロニチェフ国境総局長は述べているが31）、

これを裏付けるように、国境総局の国際協力関係のインタヒヾユー等で最近マスコミ

に登場しているのはFSB第5総局（機動情報・国際交流総局）の国際協力局

長クスヾユラ・アレクセイ陸員大将（CIS加盟諸国保安機関・特務機関会議の書記）及

びその第一次長ウラシヾ－ミル・クリヤリフ陸員少将であり、国境総局の国際協力業務

はFSB第5総局の管理下に置かれている32）。なお、このFSB第5総局には、

国際協力局のほか、機動情報局、分析局、戦略計画局、公開情報部及び大

統領のための機動情報作成班がある33）。

（3）対外諜報：諜報機関が国内で、防諜機関が国外で活動することは許

されないとして、KGBが解体されるとき対外諜報庁（以下、SVR）及びFPS

が独立組織として分離され、通信軍がFAGCIに移管され、防諜機関となっ

たFSBはその諜報機能組織を奪われていた。一方で、SVRは1992年にCIS

諸国との間でお互いに諜報活動は行わないという協定を締結し、CIS諸国

内では諜報活動ができなかった。こうした中で、その後CIS諸国内で民主

化及び独立志向の高まりとともに政権交代等によりロシアから離反する動き

が生じ、ロシアはCIS諸国の政治状況をコントロールする必要に迫られ、SVRに代っ

てFSBにCIS諸国に対する諜報活動を行わせるべく、FSBに対外諜報機関

を置く大統領令が1999年に署名された。このFSB対外諜報の先頭機関が上

記第5総局の機動情報局とのことである34）。

このFSBの対外諜報機能は、2003年に廃止されたFAGCIとFPSの機能（前

者は一部、後者は全部）がFSBに移管されて更に強化された。FAGCI関係
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では、その通信保安総局からFSB通信保安センターが、通信設備無線電子諜報

総局からFSB通信設備無線電子諜報センターが組織されている。FPS関係では、

国境ハ⊃トロールのほか、対住民情報収集活動などにより軍事的国境警備に対応

する軍事諜報を想起させる諜報活動等をこれまで行ってきたFPSの機動

（諜報・防諜・捜査）機関35）は、FSBと機能的競合性を持つが、その機能は

複合的であり、FSBへの組織統合は行われず、FSB隷下の改革で国境総局の

国境警備局及び沿岸警備局の2局それぞれに固有の機動機関が置かれ、CIS

外縁国境を突破してくる武装組織犯罪集団への対策など現代の国境安全保

障上の脅威であるテロや越境犯罪などの対策に特化した機動機関に生まれ変

わり、勢力の国境現場への集中により強化されている。同時に、国境現場

の諜報・防諜・捜査機関として、第5総局のほか、防諜、テロ対策、経済保安

など他のFSB総局との機能的連携が強化されているものと思われる36）。

（4）教育訓練：国境総局の教育施設はFSB組織人事作業総局の傘下に移

され、法学系及び工学系などの高等専門教育を行うFSB国境系大学として

モスクワ、コリツイン、カリこげラード、クげン及びハバロフスク国境大学が設置され、海上

部門の要員養成機関として沿岸警備大学が新設されている。各大学では、

修業年限5年又は修業年限1年十通信教育6年という2種類の形式での高

等専門教育及び専門に応じて修業年限2年～3年の中等専門教育を行って

いる37）0また、これまで徴兵者の教育訓練を行ってきた各地の教育センターは

統廃合により再編され、兵卒・水兵、軍曹・兵曹及び准尉の職の契約職員の

初任教育施設（1～5カ月）として生まれ変わっている38）。

現在の国境総局職員の採用はFSB職員と同じ採用原理で行われている。

このため採用条件の厳しさにより人員充足に一定の問題が生じているが、

量よりも質が重要として、この原理が堅持されている39）。

（5）広報業務‥FPSの広報組織はFSB社会交流センターの傘下に入れられた

が、自治性は維持されている40）。また、「国境」新聞等の各種新聞雑誌の

出版所もFSBの直轄下に置かれている41）。

（6）医療保障‥FPSの軍事医療保健施設は、2004年8月30目付けFSB

令第569号に従ってFSB軍事医療局及び地方保安機関に移管された42）。
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3　FSB国境総局シチュエーション部と国境局調整部（シチュエーシ］ンセント）

現在ロシアでは、組織トップの迅速な意思決定のツールとして各種情報をオンラインネ

ットワーク化し、「モニタリンク十一分析一決定一計画一執行」のサイクルでトップマネーシリント

を行うためのシチュエーションセンターの整備が盛んに行われている。大統領付属安全

保障会議のシチュエーションセンター（1994年）、非常事態省の危機管理センター（2006

年）、政府、大統領府、ハ0ヮー官庁のシチュエーションセンターなど連邦レヘヾルで約30のシ

チュエーションセンターが現在すでに活動しており、連邦主体レヘヾルで約80、地方自治

体レヾルで約2000のシチュエーションセンターが今後整備される計画とのことである43）。

FSB国境総局では、2008年頃にシチュエーション部が設置され、国境局及びその

部署組織にシチュエーションセンターのシステム整備が行われている44）。他方、この施策は、

各種業務の最大限の自動化による国境局の定員削減と一体になった国境警

備保安モニタリンクヾ情報ネットワークシステムの整備でもあり、国境総局の最重要課題の一

つである。このシチュエーションセンターシステムの整備は、技術発展局が管理監督を行っ

ているが、その主要な財源は2003年～2011年の国境特別計画及び計画中

の2012年～2020年の国境特別計画である。

このシチュエーションセンターシステムのモニタリンクヾ端末となる現場施設の整備は機動的警

備のインフラ整備でもあるが、北コーカサス地域、黒海沿岸、カサヾブスタンの国境を最優

先に、（∋音響、磁気、震動、赤外線センサー、テレヒヾカメラ及びデづ送信機器等を備

える遠隔監視保安システム45）、②無人広域赤外線・ビデオ監視ポスト46）、③Xハヾンド・

レダー、赤外線カメラ及びビデオがラ、GPS、VHF及び衛星無線機を搭載する陸上

／水上監視車47）などの整備が各地域で行われている。沿岸警備隊関係では、

モジュール化された最新の近距離ミリ波及び遠距離センチ波の監視レタ十一、AIS、赤外

線カメラ及びビデオカメラ、レザヾ－測距儀、デシヾタル情報統合処理機器及びマイクロ波回

線データ伝送機器などにより沿岸水域全体の状況をビシヾユアル化する近代的な

有人無人の沿岸工学監視所48）ネットワークシステムの整備が2006年頃から行われて

いる49）。黒海、アデフ海、カスヒ0海、フィンランド湾、ハヾルト海の沿岸では整備が進ん

でおり、極東の日本海、オホーツク海及びへ千一リンクや海の沿岸、並びにハヾレンツ海及び

白海の北極圏沿岸でも順次整備が行われることになっている50）。

更に、小型の固定翼及び回転翼の無人機の導入試験が行われているほか、

艦艇及び航空機用端末の整備として、陸上にリアルタイムで状況を伝送する機器
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の警備艦への整備、並びに地上の指揮拠点、国境巡視班からの状況デづの

収集及び分析によりリアルタイムに地上勢力の指揮を可能にする機器を装備する

指揮航空機及び指揮ヘリの整備なども計画されている51）。

シチュエーションセンターシステムでは、上記モニタリガ端末などからの部内オンライン情報ばか

りでなく、関係省庁及び外国カウンターハ〇一ト機関からの部外オンライン情報も重要な

情報源となっている。沿岸警備隊関係では、こうした内外からの情報の収

集分析調整機能を高め、海洋国境活動に対する情報支援を強化するため

2009年末頃までに沿岸警備系国境局に11の調整部（課）52）が設置され、7

つの関係省庁と水上状況モニタルク～情報の交換システムを通じて情報交換を行い、

21の外国沿岸警備組織と自動デづ交換を行っているとのことである53）。

シチュエーションセンターシステムの沿岸警備隊系システムに関しては、そのプロトタイプ0とも言

えるFPS海洋警備機関状況把握・管理・航海・通信総合システムの概念が2001年

9月にトッキーFPS長官によって承認されていた。この概念は、中央機関、地

域局及び諸部隊の司令部にそれぞれ相応の機能モジュールを、警備艦、航空機

及び沿岸工学監視所に客体モシヾユールを整備し、機能モシヾエールは国防省、運輸省、

国家漁業委員会及びその他省庁の情報システムに接続されることを規定してい

た54）。脚注54）の文献によれば、この概念の実現に当たってFPSは地域局

に調整センターを設置LJ運輸省及び漁業国家委員会と情報システムの利用協定を

締結したとのことであるが、この調整センターは、2002年6月14目付け第375

号FPS海洋警備機関規程（第1条等）によれば55）、当初は機能が異なる2

種類の別個のセンターとして生まれていた。

一つ目のセンターは、フィンランドが提唱し、1997年6月に最初の会議が開かれ

たハヾルト海地域国境協力会議（BSRBCC）の枠内でのCoastnet情報システムを利用

した情報交換協力のために参加各国に設置された調整センターであり、ロシアでは

1999年にFPS北西地域局に内国国境調整センターの名称で設置された56）。参加

各国の調整センター間の情報交換協力の主たる内容は、密航、武器・麻薬・アルコー

ル・タハヾコ・自動車及びその他高関税物品の密輸、国際テロ、密漁、AIS末装備小

型船及び容疑船等の情報である57）。このFPS北西地域局の内国国境調整セン

ターは、バルト海地域の警備業務の特徴から、2001年頃から整備が進んでいた

VTS、AIS、LRIT及びPSC等の情報源となる運輸省海運河川運輸庁のフィンランド
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湾東部地域航行安全システム58）と接続された59）。

北太平洋地域にも、日本が提唱し、2000年に最初の会合が開かれた北太

平洋地域海上警備機関長官級会合という多国間海上保安協力組織が誕生し

たが、この北太平洋地域での協力活動にもFPS主導でハ㍉ト海地域と同じよ

うな常時情報交換システムの導入が行われ、上記会合のFPS側のカウンターハ0小機関

であった太平洋地域局に内国国境調整センターが2001年に設置された60）。

二つ目のセンターは、1999年2月26日付け第226号政府決定に基づき国家

漁業委員会が創設したインマ／けットC及びア軒ス衛星等を利用する水生生物資

源モニタリガ漁船活動監視監督部門システム（以下、漁業モニタリげシステム）〔内国漁

業モニタリガ通信システムセンター（モスクワ）、2つの地域モニタリげセンター（ムルマンスク及びへ0ト

ロハウデロブスク・カムチヤトキー市）、8つの地域情報センターから構成される〕61）が持つ漁

船の衛星位置情報等を漁業取締に利用するためにFPS北極地域局（ムル骨スク

市）及びFPS北東地域局（へ0トロハ0デロフスク・カムチヤトキー市）に設置された操業状

況国家監督分析予測センター（以下、換業監督分析センター）である。2001年2月

10日にFPSと漁業国家委員会との間で利用協定が締結されたが、当初の情

報交換は手交であった62）。その後に漁業モニタリガシステムの端末が置かれオンライン

化された63）。北東地域局の操業監督分析センターは2001年12月1日に同地域

局国境警備部に海員大佐が主催する34名の専門家集団からなる定員組織

として設置された。この操業監督分析センターは、その名称から分かるように、

漁船の衛星位置情報のほか、操業許可情報、漁獲情報、転載情報などから

要検査船を割り出すなどの分析を行う情報分析官定員を有している64）。

ところで、上記1999年2月26目付け第226号政府決定の第6条に基づ

き1999年6月11日付け第313号FPS令及び第153号国家漁業委員会令に

よってロげ漁船・外国漁船海洋監督拠点通過手続規程（以下、監督拠点通過

手続規程）が承認されている。同規程第2条はロシア排他的経済水域の入出域

情報の報告を入出域24時間前までに無線又はファックスで行うことを漁船に義

務付けているが、この人出城情報の報告先は、同規程付属書2によれば、

FPS地域局の支部組織である国家海洋監督局であった。

2005年9月1日に北東沿岸警備国境局国境警備部の操業分析監督センターが

同部の調整センターに改組されたが65）、2007年6月14日付けの新しい監督拠
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点通過手続規程によって2007年11月1日以降は、漁船からの排他的経済

水域入出域情報の報告先が国家海洋監督局から調整センターに改正された。こ

れは、部内情報システムの充実並びに関係省庁との情報システム利用協力及び外国

カウンターハ0－ト機関との情報交換協力の拡大により、上記2つのセンターの機能を統

合し、海上警備全般の調整センターとして機能強化するためだったと思われる。

2001年に最初の会合が開かれたロシア、デルがリア、クやルシヾァ、ルーマニア、トルコ及び

ウクライナが参加する黒海地域沿岸諸国国境・沿岸警備フオウム（BSCF）では、同7

オウム参加各国間の常時情報交換のため情報調整センターをデルがリアのデルがス市

に、内国調整センターを各国の国内に創設することが2006年11月8日付のBSCF

協力協定によって定められている66）。

また、1997年1月17目付け第11号大統領令によりその概念が承認され、

1998年8月10目付け第919号政府決定によって承認された世界海洋連邦

特別計画67）のげデげラムの一つであり、海事活動への情報支援のために海

事関係省庁の海洋情報システムを統合する統一国家世界海洋情報システム（ESIMO）

の創設に関して15の関係省庁の合意が得られ、2005年12月29目付け第

836号連邦政府決定によってESIMO規程が承認された。これにより各関係

省庁にESIMOセンターが置かれ、各センターのシステム統合により関係省庁間の情報交

換協力が促進されることになった。FSBは、組織内にESIMOセンターを持たず、

利用者の立場でESIMOに参加しているが68）、現在連邦宇宙庁及び連邦水象

気象環境モニタリげ庁の衛星情報システムの利用可能性を検討している69）。

その後、2009年に沿岸警備系国境局の沿岸警備部又は国境警備部の調整

センターは国境局の調整部に昇格した。これは同センターに各沿岸警備系国境局の

シチュエーションセンターの機能を持たせるためと思われる。2009年1月22日付けの

連邦漁業庁とFSBとの間の現行の水生生物資源保護・国家監督相互活動手

続・情報交換協定によれば70）、両庁の相互活動機関は、連邦レへヾルが連邦漁業

庁及びその2008年設置の現行システム71）の漁業モニタリげシステム・通信センター72）とFSB

国境総局及びそのシチュエーション部、連邦主体レヾルが漁業モニタリげシステム・通信センター

の支部及び地方部（極東関係：カムチャツカ、サハリン及びウラシヾオストック支部）と国境局

のシチュエーションセンター（調整センター）である。この沿岸警備系国境局調整部は、他

の国境局等との相互活動の調整なども行っている73）。
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FSB及びFSB国境総局とその極東地域地方機関の概要（各種資料より作成）

連邦保安庁（FSB）

防諜総局

査察総局

社会交流センター

軍事医療局

組織人事作業総局

国境総局

国境警備局 運用組織局

分析調整局

沿岸警備局 運用組織局

分析調整局

国家海洋監督局

技術発展局

国境監督局

極東地域のFSfi及びFSB国境総局の地方組織

（行政単位区分別組織）

アムー／刷」国境局 シチュエーションセンター

モスクワ国境大学

コ÷けイン国境大学

カ化ンク～ラード国境大学

タイレカン国境大学

ハハ小口ブスク国境大学

沿岸警備大学

プ桐十ルスク地方国境局 � 

沿岸警備部　画 � 

サハリン沿岸警備国境局 � 

沿岸誓願三　回 � 

北東沿岸警備国境局 � 

国境警備部〔頭重 

マがタ÷ン州国境局＊

チュコト自治管区国境局＊

サハ（ヤクづヤ）共和国匡卜境部＊

国家海洋監督局

国家海洋監督局

マがタヾン市監部

アナドウイリ市監部

ヤクーツタ市監部

＊2011年1月1日から北東沿岸警備国境局の監部から連邦主体の国境局（部）へ分離昇格74）

4　国家装備計画と海軍及び沿岸警備隊

現行1996年国防法第1条第6項に規定される国防領域における個別的課

題の履行を担う連邦保安機関の内部組織であるFSB国境総局の沿岸警備隊
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の装備（BBCT）は、海軍と同様に、大統領によって承認される10カ年の

国家装備計画及びその他の国家計画に規定され（国防法第4条及び2010

年2月5日付け第146号大統領令によって承認された軍事ドクトル第42条）、

納入品目及びその数、予想価格及び国家発注者等が明記される毎年の国家

防衛発注（「国家防衛発注について」の1995年12月27日付け第213－FZ

号連邦法第2条及び第3条）によって予算化されている。

現行の2011年～2020年の国家装備計画（2020年計画）の予算総額は約

20兆7000億ルブルであるが、その内訳は、19兆ルブルが国防省に、残りが

内務省、非常事態省、FSB、SVR、連邦麻薬取引取締庁、連邦行刑庁及び国

営企業「ロスアトム」に配分されている75）。

この10カ年の長期国家装備計画の制度はソ連邦時代からのもので、ロシア

連邦ではこれまでに3つの計画〔1996年～2005年の国家武装計画（2005

年計画）、2001年～2010年の国家武装計画（2010年計画）及び2006年～

2015年の国家装備計画（2015年計画）〕があったが、全て修正時期の5

年で新しい計画に変わっている。

これまでの国家装備計画が計画半ばで破綻した主たる原因は、国の資金

不足であpり、これに関連した戦略装備偏重及び通常戦力の残り物原理、並

びに軍産複合体の疲弊及び技術革新の遅れであり76）、期待と現実の乗離で

あり、結果として予定された成果が得られなかったことにある。

2005年計画は、ハ杵－インフレ及び財政収支の慢性的赤字を抱える中で、1997

年のアシヾァ通貨危機の余波を受けた国債償還停止、対外債務不履行という

1998年のロシア通貨危機に象徴される経済の低迷により1997年には事実上破

綻し、民需転換と輸出に生き残りをかける軍需産業も危機的状況に陥った。

プーチン大統領の一期目と重なる次の2010年計画期は、石油価格の回復に

より財政状況が徐々に持ち直し、2000年には財政収支が黒字に転じ、石油

価格の追い風を受けたロげの経済成長が始まった時期である。しかし、2010

年計画の予算は新型装備の購入を犠牲にした古い現有装備の改良及び修理

の優先という程度の資金レヘヾルであり、この時期に近代装備の比率が20％か

ら10％にまで低下している77）。

次の2015年計画期は、計画開始の2005年頃から軍にお金が回り始め、
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産業界も防衛発注額が武器輸出額を超え始めるなど経済安定化の時期であ

った78）。しかし、これまでの計画の失敗のツケとして産業界における技術

革新の遅れ、2008年のロシア・クヾルシヾァ5日間戦争でも周知となった未だソ連邦

時代の装備が主力となっている通常戦力の待ったなしの更新、2008年9月

のリーマンショック及びその後の原油価格の暴落による景気の急激な落ち込みなど、

期待と現実の帝離を知らしめるともに、予算配分の後期偏重などもあり、

従前と同じく計画半ばで終わった。

現行の2020年計画は、軍及び産業界にとって痛恨の極みであるが、フラン

スのミストラル級強襲揚陸艦の購入という高額の外国製装備の購入に代表される

ように、その実現において結果最優先の極めて現実的な対応を取らざるを

得ないものとなっている。2020年計画は、新型装備の比率を2015年まで

に30％までに、2020年までに70～80％までにすることを目的としている79）。

（1）海軍の水上艦整備

ロシアの経済状況が改善に転じ始めた2000年以降に、将来的な方向性を示

す文書として2000年3月4日に「2010年までの海軍活動領域におけるロシア

連邦の政策の基礎」、2001年7月27日に2020年までのロシア連邦海洋ドクトリ

ンがそれぞれ大統領令によって承認されたほか、2001年9月1日に国家海

事政策の実現のための海事関係省庁の活動の調整機関として連邦政府付属

海事参与会が政府によって設置されるなど前向きの新しい動きが現れた80）。

しかし、現状は厳しく、2000年末に2001年～2005年の海軍建設発展計

画が作成承認されたが、この文書は「平時における遠海域及び遠洋域の任

務遂行能力は保持せねばならないが、艦隊の戦時任務の大部分は近海域へ

後退させる」という強大を誇ったソ連邦海軍の著しい艦艇削減及び任務縮小

を行う内容であった。当時の海軍総司令官クロエバ予フ海軍上級大将は、これを

「退いての発展」と述べていた81）。

また、クロエバヾフ海軍上級大将によれば、10年後、2016年までの海軍の将

来像は、全ての海域（遠洋域及び近海域）で平時任務を遂行する海洋戦略

核ミサイル戦力と近海域で最小十分なレヘヾルの戦時任務を遂行する海洋通常戦力

とを柱とし、その海洋通常戦力発展の基本方針は次のとおりであった。

①修理が経済的に妥当でなく、その維持が容認しがたい出費となるよう
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な予備役の艦艇及び潜水艦の艦隊からの排除、②任務遂行確保に最小限許

容されるレへヾルでの艦艇及び潜水艦の常備体制維持（時代が良くなるまで生

存艦の温存）、③今後10年間艦隊の基盤となる現在の主要な艦、装備及び

兵器の大幅な及び部分的な改良による海洋通常戦力の戦闘能力の向上、④

活動海域に応じた最小十分な勢力構成を考慮した少ない経費での最新技術

を用いた多目的艦の段階的な建造（削減艦の補充が不可能であり、造艦に

時間を要するため造艦方針及び艦分類を見直し、ソ連邦時代の機能別の多種

多様な艦構成から多目的艦のシリースヾ建造への移行）。

2004年に国防省は、2040年ないし2050年までの海軍発展計画を作成し

たが、その内容は、上記2001年～2005年の海軍建設発展計画を踏襲し、

大洋におけるロシアの国益保護の放棄を規定し、艦隊の行動域は距岸500km以

内というものであった。タロエイブ海軍上級大将によれば82）、修理体制を整え、

現存艦をできる限り長期間維持する、産業界は造艦を急ピッチで行える状況

にはなく、大型艦からは手を引く、今後の新造艦は近海域用途のフげ－ト艦

及びコルへヾット艦になる、ごく少数の現存大型艦に近代的な装備を施すのは将

来の話とのことである。

これに関連し、海軍技術総局の見込みでは、艦船修理に然るべき資金供

給があれば、現行の大型水上艦はまだ10年～15年は持ちこたえられるが、

継ぎ接ぎだらけの中型艦および小型艦は救うべきではなく、これらは完全

に耐用年限を使い果たしており、艦隊の大部分を構成するこうした艦は最

初に解役されることになる。

また、海軍総司令部によれば、新造水上艦の第一号は3級艦の近海域多

目的対潜・ミサイルコルヾット艦で、その次が設計段階にある2級艦の遠海域多目的

プリサート艦で、プリサート艦の後が1級艦の大洋域多目的駆逐艦であるが、駆

逐艦が現れるのは現役の対潜艦、駆逐艦および巡洋艦の解役が始まる10

年以上先になり、問題は、我が国の造船界が、予想される大型水上艦の連

続的修理がある中で、新艦の建造を然るべきテンポで行うことができるか否

かにあった83）。

その後、経済状況が安定するにつれ、空母建造など花となるようなフ0ロシヾ

エクトが頻繁に話題とはなるが、「花よりは団子」と実現が保障される、しか
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も必要なプロシヾェ舛のみが支持され、2011年の現在に至るまで上記の2000

年末承認の海軍建設発展計画の方針が基本的に受け継がれている84）。

2011年3月の国防省第一次官ウラシヾ－ミル・ハ0ポフキン氏の発言によれば85）、海

軍発展の基本的な動向は従前どおり戦略核ミサイル戦力（海軍では「ブラハヾ」弾道

ミサイル搭載の設計番号955「デラハヾ」型戦略ミサイル核原潜、設計番号885「ヤーセン」型

巡航ミサイル搭載多目的原潜）重視で潜水艦が柱となっているが、水上艦の新

造に関して次のように述べていた。

この先15年～20年後に現在の艦隊勢力の90％以上を占めるソ連邦時代建

造の戦闘艦を全て解役せざるを得なくなる。近代艦の設計、建造、試験に

かかる期間を考慮すれば、15年は非常に短く、時間はない。ロシアが2025年

までに戦闘能力のある海軍を持つには新型戦闘艦のシリースヾ生産を直ちに開

始する必要がある。

新型艦建造の基本方針は、造艦を安価で容易にし、結果として納期が短

くなる最大限の一元化とシリースヾ生産である（標準化されたエネルキ十一システム、武器

システム、戦闘情報管理システム、無線電子装備システム等の利用であり、装備システムが

統一化された艦は効果的に活動する編成単位の構築を可能にし、編成単位

の維持経費も軽くなる）。また、造艦は下から上へ、比較的安価な小型艦

から高価な大型艦へ〔3級艦の2000トン級コルヘヾット艦及び2級艦の4000トン級

フげ－摘監（現行装備計画）、1級艦の1万トン級駆逐艦（次期装備計画）の

順に〕段階的に行われる。これら新世代のコルヾット艦、フげパ艦及び駆逐艦

がこの先20年～30年間水上艦の基盤を担うことになる。

しかし、これらの新型艦は護衛にすぎない、旗艦となる空母、大型原子

力巡洋艦が必要である、これに対し、護衛のいない大型艦は裸の王様であ

る、といった相反する議論が行われているが、フランスから購入される4隻の

ミストラル級強襲揚陸艦はこの旗艦の役割を担うということであろう。ロシア戦略

技術分析センター所長ルスランプーハブ氏は、ロシアはこの先20～30年間近海域及び世

界海洋域に自国艦隊の安定したプレゲンスを必要とするが、ミストラル級強襲揚陸

艦は戦略的に重要な地域及び紛争地域に必要な勢力を機動的に展開し、展

開勢力の機能を確保する軍事インフラの遊撃要素となると述べている86）。

上記のコルへヾット艦及びフげ－ト艦の建造決定プロセスは、決定当時の造艦環境を
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如実に示すもので、次のようであった。

ステルス技術を用いたロシア最初の警備艦（CItP）は1997年7月27日にカリニンクヾ

ラードのヤンターリ造船所で起工された設計番号12441型（先頭艦「ノヒ十一ク」）であ

った。しかし、同艦は、資金不足、過度の難しさ及び技術的リスクによりその

建造が何度となく中断されていた（最終的に建造は中止された）。そのた

めもっと容易で安価なタイプの艦の建造も開始されることになった。それが

2001年12月21日に北方造船所で起工され、最初にシリースヾ生産されること

になった「アルマス」中央海洋設計局（以下、「アルマス」設計局）設計の設計番号

20380型コルヾット艦「スチエげ－シバ番人）」（対潜ヘリ搭載多目的近海域警備艦）で

あり、その建造には上記の警備艦「ノヒヾ－ク」の研究開発成果が活用された。こ

うした経緯もあり、先頭艦「スチェげ－シイ」は、近代的なステルス性、モシヾユール型武装

の次世代型であるが、万能艦載射撃システム（イーシヾ武器スシステム）の導入は見送り、

ディーセ■ル動力による適度の速力といった価格を抑えたものになっている87）。

フげパ艦に関しては、当初、国防省ではソ連邦時代の対潜特化型の対潜ヘ

リ搭載警備艦である北方企画設計局設計の設計番号1135型（満載3190トン）

及びその改良型で現在のFSB沿岸警備隊のフラックヾシップ0である設計番号

1135．1型（満載3642トン）〔1級警備艦として3隻が現存〕をヾ－スにステルスデ

サヾィンの多機能艦に改良された輸出型で、インド海軍向けに建造実績のある設

計番号11356型（満載4035トン）を建造する動きがあった。しかし、2005

年2月28日に入札対象となったのは同じく北方企画設計局設計の次世代型

の設計番号22350型フげ－ト艦（満載4500トン）であり、先頭艦「アドミラル・コヾル

シュコフ」が2006年2月1日に北方造船所で起工された88）。

しかし、ステルス性及びモシヾエール型武装など新システムの比率が50％以上にもなる

この設計番号22350型多目的フげ－ト艦の開発は困難を極め、建造は容易で

はなく、しかも高価で、隻数を確保するには遅延リスクを伴う恐れがあった。

そのため、艦種（プラットホーム）の統一化には反するが、建造にこなれた上記の

11356型に標準装備の統一化に従って新型艦に導入される万能艦載射撃シス

テム、戦闘情報管理システム「げマ」等の一連の新装備を導入した11356型が並行

してシリースヾ建造されることになった89）。装備が一新された11356型フげパ

艦は、22350型に比べ、排水量（4500トン対4000トン）、万能艦載射撃システムの発
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射装置数（16対8）、備砲（130ミリ対100ミリ）と性能が劣り、ステルス性能も低い

が、建造価格の安さ及び建造期間の短さ（3年以下）でこれらの劣性を補っ

ている。黒海艦隊への配備予定の1番艦が2010年12月18日に、2番艦が

2011年7月8日に起工されている90）。

造艦方針は定まったが、現在の問題は造艦のテンポである。新型のコルヾット

艦及びフげ－ト艦のシリズ建造は開始されたが、完工し、就役しているのはハヾ

Jけック艦隊に編入された設計番号20380型多目的コルヾット艦の先頭艦「スチェげ－

シイ」（2008年2月28日就役）とシリースヾ1番艦「サアデラシヾザェリヌイ」（2011年10月

14日就役）の2隻にすぎない。

（2）沿岸警備隊の艦艇整備

沿岸警備隊でも、規模の違いはあるものの、海軍と同様に、警備艦艇の

大部分はソ連邦時代に建造されたもので老朽化が進み、早急な更新を必要と

しているが、その更新、特に大型艦の更新は遅々として進んでいない。

FSB国境総局には、国家装備計画のほかに、すでに言及したように、国

境特別計画という国境整備財源があり、陸上では近代的な国境警備システムの

整備が進んでいるが、この資金は大型艦船の建造には使われていないよう

であり、報道では、新造艦艇の隻数の多さが強調されているが、河川湖沼

域を含めた小型艦艇の整備にすぎない91）。

こうした状況を海員は、陸上の手法での海洋警備の再編は100年も前か

ら見通しの暗いものと分かっており、2003年7月1日のFPSの廃止及びそ

の機能のFSBへの移管に始まる国境総局での止むことのない流行病的な改

革は、ソ連邦崩壊後の新しい未整備の陸上国境に資金が注ぎ込まれるばかり

で、沿岸警備隊の艦艇整備は掛け声だけの残り物原理となっていると述べ

ていた92）。

FPS時代、排他的経済水域及び大陸棚の警備及び漁業取締など業務及び

業務域の拡大により高速大型艦の需要が高まったが、保有大型艦は、一部

を除き、基本的に低速であり、資金不足の中、打開策として2002年にカリニ

げラードのヤンターリ造船所で設計番号6457S型ハ0トロール船「スブルート（大夕予コ）」の先

頭船の建造が開始され、11隻がシリースヾ建造される計画であった。当時、相

当な額の国境警備隊装備の購入を規定した国境特別計画が2002年には
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承認され、2005年からはその本格的な導入が始まるとして、トッキーFPS長

官は、海洋警備隊でも新艦船の建造が可能になるであろうと述べていた93）。

しかし、2010年6月のプロニチェフFSB国境総局長の発言によれば94）、2003

年～2010年の国境特別計画（2009年に2011年まで延長）からの資金の大

部分は陸上に使われ、海上には陸上警備の補完目的にしか使われていない。

海上向けの主たるものは艦艇基地の整備（黒海、カスヒ0海及びバルト海地域の

連邦崩壊後に失われた艦艇基地の代替基地の整備及び老朽基地の近代化）

並びに沿岸工学監視所の近代化及び増強である。また、2011年5月にプロニ

チェフFSB国境総局長は、国境機関の装備近代化の中で最も困難なのは警備艦

艇及びハ0トロール船艇の新造であると述べている95）。

沿岸警備隊の現存1級艦は、上述の設計番号1135．1型警備艦（満載3642

トン、31ノット）3隻〔シ÷ェルシ÷ンスキー（1984年12月就役）、アリョール（1986年9月就役）、

ウヾァロブスキー（1990年12月就役）〕及び2008年から再開された北極ハ0トロールを担

っている設計番号97P砕氷型警備艦（満載3525トン、速力15ノット）5隻甘

げ（1980年12月就役）、アナドイリ（1976年9月就役）、ドけイ（1977年12月就

役）、ネハ÷（1978年12月就役）、ムルマンスク（1981年12月就役）〕であり、海軍の

1級艦と同様に延命を余儀なくされている。

海軍の継ぎ接ぎだらけで救うべきではない耐用年数を完全に使い果たし

ている中型艦及び小型艦に該当する沿岸警備隊のソ連邦時代の2級艦以下

の警備艦は、設計番号745P砕氷曳船型2級警備艦（満載1656トン、速力14

ノット、1970年代～1980年代建造16隻、1990年代建造2隻、2000年代建造

1隻）を除き、海軍と同様に余命がなく、解役が進んでいる。

沿岸警備隊で海軍の新型多目的コルへヾット艦及びフリゲート艦と同じ立場にある

のがスウェブン海軍のり÷ィスヒヾユー級コルヾット艦（沿海域戦闘艦、満載640トン）を意

識した北方企画設計局設計の設計番号22460型の小型ヘリ（Ka－226型又は無

人機96））用甲板・船尾スロープ付き多目的2級警備艦〔滑走型、満載630トン、

速力30ノット）であり、先頭艦「ルビー」が2007年9月3日に起工、2010年5

月12日に黒海・アデフ沿岸警備国境局ノボロシスク市監部に配備され、シリースヾ1番

艦が2010年5月12日に起工、2011年11月25日に進水し、同2番艦が2010

年12月22日に起工されている。この22460型警備艦は、下記の新造小型
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高速警備艦艇とともに黒海沿岸のソチでの2014年冬季オリンヒ0ックの海上警備を

担うことになっている97）

ハ0トロール船に関しては、1998年にFPSが農業食料省漁業局の海洋水域漁業

規制局から移管を受けた98）設計番号850225「コマンドール」型ヘリ甲板付きハCトロー

ル船4隻（1989年及び1990年デンマーク建造各2隻、満載約2600トン、速力19．2

ノット、プリモーリエ地方国境局ウラシヾォストック市監部所属）がFSB隷下で見直され、2008

年からKa－27型対潜艦載ヘリの離着船ができるようヘリ甲板の補強及びヘリシステム

の整備のため大改装修理を順次受けており99）、2012年9月のウラシヾォストックで

のAPEC首脳会議の海上警備でその一翼を担うことになっている。

上述の設計番号6457S型の小型ヘリ用甲板付きハ0トロール船「スデルート」（排水量

型、満載835トン、速力21．5ノット、乗員15名＋乗客10名、ムルマンスク地方国境

局ムルマンスク市監部所属）100）は、ヤンターリ造船所と協力関係にあるドイツ企業

「Abeking＆Rasmussen」社が設計したドイツ内務省国境警備隊自然保護ハOトロー

ル船の先頭船をプロトタイプとして「アルマス」設計局がFPS向けに改装したもので、

2002年に起工、2004年に配備予定であった。しかし、実際には2009年5

月に完工、6月にムルマンスクに配備され、ハヾレンツ海鮮ァールハヾル諸島の漁業水域警

備を担っている。初代船長はムルマンスク州国境局沿岸警備隊の元海員中佐であ

る101）。漁業規制局から移管された予算定員が文官組織であった国家海洋監

督局の組織も、トげの局長及び監督官は軍人職に変わり102）、ハ0トロール船の船

長も沿岸警備隊OBというように上から次第に軍事色に染まってきている。

この「スブルート」型のハ0トロール船は、その後2隻が追加建造されることになっ

た。上述の先頭船は国家防衛発注の枠で建造されたが103）、追加の2隻の財

源は、「2009年～2014年の漁業コムプレックス資源ポテンシャルの利用効率向上及び

発展」連邦特別計画104）である。同計画は、2007年9月22日付けプーチン大

統領の委任に基づき作成、2008年8月12日付け第606号政府決定によっ

て承認され、その国家発注者は連邦漁業庁及びFSB、調整者は連邦漁業庁

である。当初計画では、海洋生物資源の保護領域における国家監督確保の

ためにFSB国境機関向けに「ス70炉卜」型ハqトロール船2隻、並びに208隻のモーター

がパ〔設計番号Master651（122隻）、Kajman－450A（16隻）、KS－701（57隻）、

KS－110（2隻）〕の建造が計画されていた。しかし、税関が建造を開始（2007
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年起工、2009年12月進水）しながら、資金不足で建造を取り止めた設計

番号22120型の小型ヘリ用甲板付き税関船（満載1023トン、速力23ノット、乗員

16名＋旅客14名）をFSBが引き取ることになり、2010年に建造計画が見

直され、ハ0トロール船「ス70ルート」に代えてこの税関船がハ○トロール船げルが－（大吹

雪）」として継続建造されることになった105）。この先頭船は2010年12月に

完工、2011年9月に北極回りでサハリン沿岸警備国境局ネへヾリスク市監部に配備さ

れ、2隻目のシリースヾ1番船が2011年11月25日に起工されている。

このほか、小型情報収集船（503R型）などの改装型もあった設計番号503

型冷凍巻網トロール漁船を70ロトタイ70とする中型冷凍トロール船の建造遅延船

（503M／RR型：満載1238トン、速力12．6ノット）2隻を沿岸警備隊が引き取り

ハウトロール船に改装している。船体番号PPS嶋818（1996年起工、2003年就役）

がカムチャツカ、PPS－819（1997年起工、2008年就役）がサハリンに配備されている106）。

武装立入検査班等の上乗り要員用に十分な乗客定員を有する大型ハCトロール

船、特に、ヘリ甲板付きハ〔’トロール船などは、警備艦及び航空機などとの連携に

必要な最新の情報通信システムなどを備え、汎用船及び汎用機に特殊装備と特

殊部隊というFSB的思考の中でその役割が高まっている。

小型艦艇の建造は、その価格もあるが、一定の成果を得ている。沿岸警

備隊の最近の新造小型艦艇の多くは、海軍の新型多機能コルヘヾット艦「スチェげ

－シ月の設計を行った「アルマス」設計局が開発設計したものである。「アルマス」設計

局は、艦艇の設計に当たってその統一的アプローチとして武装、通信、操船シス

テム及び機械設備の高度な一元化、並びに航海戦術システム及び統合船橋システムな

ど各種装備及び機械設備の最大限の自動化を行っており、現代の海洋警備

環境に応えるこうした艦艇を次の3区分の警備水域にそれぞれ配備させる

新しい統合海洋警備システムの構築を提案している107）。①沿岸域（距岸3マイル）

の領海、内水海峡、港外及び湾のオブン錨地には、高速警備艇「マンタ十一スト（マン

ク十一ス）」（設計番号12150、総トン数27．2トン、速力50ノット）、「リーハヾリ（クロテン）」（設

計番号12200、総トン数57トン、速力47ノット）、「ミラーシヾユ（蜃気楼）」（設計番号14310、

総トン数120．3トン、速力47～50ノット）の配備、②領海域（距岸12マイル）の閉鎖海

及び沿海水域には、80年代設計の艦ではあるが、使用武器種の異なる各種

改装タイプの3級警備艦「スヾトリャク（ホタル）」（設計番号10410、総トン数375トン、速
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力29ノット）の配備、③経済水域エリ封こは、最新情報では108）、設計番号1135．1

型の代替となる「アルマス」設計局設計の設計番号22100「オケアン（大洋）」109）型1級

警備艦〔海軍仕様ではなく、史上初めての国境機関専用仕様、北極域航行

可能な砕氷型ヘリ搭載（Ka－27以上）船尾スロープ付き、排水量2500トン超〕（2012

年2月～3月にゲレハヾリスク造船所で起工、2015年に完工予定）110）の配備。

新造警備艦艇の現状は、北方企画設計局設計の2級警備艦「ルヒ十一」（総トン

数630トン）を含めても、領海域及び沿海域までの警備艦艇の整備段階であり、

海軍が遠洋域から近海域に退去したのに呼応するように、沿岸警備隊は近

海域から沿海域及び沿岸域に退いている状況にある。しかし、FSB国境総

局沿岸警備局の分析調整局長アレクセイ甘－リスキイ海員少将によれば111）、最適な

沿岸警備システムは、十分な数のヘリ搭載艦の常時行動、並びに回転翼機及び固

定翼機の飛行場での当直体制を前提とするとのことであり、ヘリ搭載艦及び

航空機を活用した広域機動性の確保が重要視されている。

おわりに

FSB国境総局の沿岸警備隊は、軍事的海上警備から機動（諜報、防諜及

び捜査）的海上警備へ移行し、これまでの海軍の領海防衛側からFSBのイン

テリシヾェンス側へ機能シフトしているが、2011年6月にプロニチェフFSB国境総局長は

沿岸警備隊の活動のあり方に関して次のように述べていた。原理的に重要

なことは、沿岸警備隊は、先ず第一に、陸上から機動情報を受け取るとい

う原理で構築されている112）。2011年8月にトルプアノフFSB国境総局沿岸警備

局長は、これを、全ての決定は、さまざまな情報源から得られる各種情報

及びデータの分析に基づき陸上で行われると述べていた113）。

沿岸警備隊で最大の艦艇勢力を持つ北東沿岸警備国境局へ〇トロハ0デロブスク・カ

ムチヤトキイ市監部（海陸統合監部）が2011年12月1日から廃止され114）、その

艦艇勢力（国境警備分艦隊）が同沿岸警備国境局の直轄下に戻ったようで

ある。詳細は今後明らかになるが、艦艇勢力に対するトップマネーシヾメントのため

の指揮系統のシげル化及びこれによる人員削減が背景にあるようである。

これらは、FSB及び国境総局機動機関からの機動情報のほか、陸上沿岸

に張り巡らされた沿岸工学監視所網、艦艇及び航空機からの動的情報とい
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った部内オンライン情報、並びに運輸省海運河川運輸庁の地域航行安全システム、連

邦漁業庁の衛星漁業モニタリげシステム、その他ESIMO関係省庁及び外国関係機関

からの部外オンライン情報の収集分析及び関係先との調整を地方レヾルで行うシチュ

エーションセンター機能を持つ沿岸警備系国境局の調整部及びこれを連邦レへやルで統

括するFSB国境総局のシチュエーション部というシチュエーションセンターシステムを活用して海上

事案の対処を陸上からトップ0マネーシリンけることを意味し、これを可能にする

だけの近代的な情報インフラの整備も進んできており、ソ連邦時代の鉄のカーテン

に代わる見えない無線ハリアーのかテンが下されようとしている。

FSB国境総局の2極体制の一翼を担う沿岸警備局を頂点とする組織であ

るロシア沿岸警備隊は、FSB系陸員華人の長のトッ70マネーゾメントの下で、FSB航空

機による広域機動性を確保しながら、インテリシ予ェンス主導により陸上沿岸から沿

海域までの警備を担う文字どおりの沿岸警備機関の様相を呈している。

1）CTPaTerH兄0ⅩPaHLIrOCynapCTBeHH0益rpaHH叩Ⅰ－rJIaBHa兄TeMaCer0月H5IⅢHerO

3aCe月aHH兄CBPoccHH／30．09．2003／

http：／／www・1tv・ru／owa／win／ort6main・main？pnewstitleid＝59551／／CpoccI戒cH0去

rpaHH叩ICHHMyTROJIX）qyE）IIPOBOJIOIくy／29，11．2000／

http：〟www・allnews・ru／russia／2000／11／29／sovbQB∠／／rpaHHqeHy3EeHHOBもⅠ虫3aMOR／

29・11・2000／http：／／www・k141・ru／Drint／2000／11／29／granicenuzen．sh垣！／／noR

AH月PeeBCICHM㊥JIarOM3eJIeHOrOltBeTa…／AnLMaHaXN942006r．／

http：／／www・geraldika．orか04＿＿200629．h麺

2）この組織改革に伴い、国家管理の完全化措置に関連した関係法令改正についての

2003年6月30日付け第86－FZ号連邦法により1995年4月3日付け第40ザZ号連邦保

安機関連邦法が改正され、連邦保安機関の活動方面についての第8条に「国境活動」及
び「情報セキュリテ仁確保」が、並びに第11．1条「国境活動」及び第11，2条「情報セキュリティ
ー確保」が新たに追加されている。

3）◎CBⅢePeCTPaIIBaeTfIOrPaHCJIy3fC6y／28．07．2003／

http：／／www．dossle．ru／article．php？id＝52＿7

4）Ilop5rqH羞py6ex／28・05・2008／如tp‥〟www・redstartru／2008′05′28＿＿＿05／2＿＿＿05、h麺裏

5）TpHBO脚OM／24・08・2004／bib；／／www・rg・ru／2004′08′24′DOgranichniki．ht頭

6）rIorpaHCJIyX6aytIHTC5Id）HHaHCOBOMyMLIuJIeHI王0／05．11．2004／

http：〟nvo・ng・ru／forces／2OO4－11－05／3border．htm1

7）fCrpaHHqeXXIBeHa／04・02・2008／塑甚P‥／／www，Chekist．ru／article／2008

8）HoBa5ICHCTeMaOXPaHLIrpaHⅠ壬IPa月eRBaTHayrpO3aM6e30IIaCHOCTHPocc壬IH／

A皿MaHaXN942006r・（拭ypHaJIくくnOrPaH椚HH抄〉，N99，2005T．）／

http：〟www・geraldika．org／04＿＿＿2006＿＿＿＿＿22．ht鱒

9）HoBu鎮06JIHRrpaIIH坤Ⅰ′26．05．2007／

http：〟www・r頭star・ru／2007／05／2605／303迦感〟RrpaHHqeXXIBeKa／04．02．2008

／http：／／www．chek垣t．ru／article／2008

10）BeperoBa兄0ⅩPaHa◎CBPoccHHHaPa叩BaeTROPa6eJILHyE）rPyTIHHPOBR
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IIePe月0月HMHHa月0丘BCoⅦ／02．06．2010／

http：／／www．newsru．com／russia／02jun2010／flot．html

ll）⑳opMHPOBaHHeHOBOrOO6JIHRarPaHHqurIpO只OJIHaeTC5I／くくIIpaHmlaPoccmp〉

Ng19－20（757）Mafi2010T．／http：／／gTanicarossii．infb／ld／1／100GR－19－20－2010．Ddf

12）IleHePaJIOBHaIIPaHHqeCTaJIOB月Bapa3aMeHbHle／12．10．2011／

http：／耽uban．kD．ru／dailv／25769／2753408／

13）2003年初めのFPSの軍人数は、当時のけキーFPS長官によれば、17万4000人で

あった。（MacuTa60TBeTCBeHHOCTH－BHOJITOpa∂RBaTOPa／13．02．2003／

http‥〟www．redstar．ru／2003／02／13＿02／1＿＿01．html）

14）2001年の会計検査院報告によれば、FPS海洋警備機関の艦船艇数は、728隻であ

った。（OTqeTOpe3yJIもTaTaXnpOBeP王くHHCnOJIt，30BaHH兄CPe只CTB㊥印ePa刀もHOrO

6Ⅹ）n31CeTa，BbIAe几eHKbIXB2000ro月yHaC明ep3RaHHeMOpCIく0丘0ⅩpaHLI◎e月ePaJIbH0歳

norpaHmOficJIyH6もIPoccH放C王く0放◎e月ePaq旺H／BE）JIJIeTeHLCtIeTH0歳naJIaTLIP◎

Ng6（42）／2001／http‥／／www．ach．gov．ru化ulletins／2001－6．shtml）

15）rIorpaHCJIyX6aBもⅨ0月HTH36eperoB／17．05．2005／

http：／／www．rg．ru／2005／05／17／ohrana．html

16）BPoccHHCO3naHa6eperoBa兄0Ⅹp讐a／N926（93）20，26RK）nE2005r・／

http：／／www．vpk－neWS．ru／article．asD？pr＿＿＿Slgn＝arChive．2005．93．articles．geopolitics Ol

17）ItoJIJIerH5IIlorpaHCJry3R6もⅠ◎CBP⑳paccMOTPHTHpOeRTpa3Bm6eperoB0歳

0ⅩpaHもⅠ月02010ro月a／22．02．2005／

http：／／www．itar－taSS．COm八eve12．html？NewsII）＝1765832＆PageNum＝0／／

BaH亜OpMHPOBaHH5IHenpOnIJM／N96（172）14L204）eBpa月見2007Il・／

http：／／www．vpk－neWS．ru／article．asp？pr slgn＝archive・2007・172・articles・nameS Ol

18）Il：pHnO3ReHKelIくHpHRa3y◎CBP◎oT28aBryCTa2007r，N432“06

yTBep3RneHHHnePetH5I月OJIHHOCTHtJXJIqOPraHOB㊥enepaJnH0歳cJIyX6LI

6e30ITaCHOCTH，yIlOJIHOMOtteHHLHrIPHHHMaTbPeIⅡeHHeOBO3Bpa叫eHH玄BCPeAy

o6HTaHH兄6e3BO3Me3nHOH3b兄TもⅨBORfmX6HOJIOr肝IeCRKXpeCypCOBJIH6006

ym3KeHHHBOnHもIX6HOJIOr椚eCRHXPeCyPCOBHrIP0月ymBHXIlepepa60TRH，

Bm00qa兄HEpy

19）BeperoBa5IOXPaHa：nBar叫aBrfyTH／23・09．2009／

http：／／www．redstar．ru／2009／09／23＿＿＿＿＿09／205・htm1

20）rpaH叫a／28・05・2007／http：／／www・rg・rtl／2007／05／28／patrushev・htm1

21）トルファノフ沿岸警備局長は沿岸警備系国境局の数を14と述べているが、これはアブい

ハシ÷ァ共和国駐留のPi／TFSB国境局をカウントしているものと思われる。（BeperoBa兄0ⅩpaHa：

膵arOPEaBⅢyTH／23．09．2009／http：／／www．redstar．ru／2009／09／23＿09／205・html）

22）rIpHKa3⑳CBPoccHHOT11兄HBaP5I2009roRaNlくく06yTBep耶eHHH

AqMHHHCTPaTHBHOrOPerJIaMeHTa◎eRepaJIbH0歳cJTyX6H6e30HaCHOCTHPoccH放cIく0孟

◎eFtePa卿IlOI‡CrIOJHeHmOrOCyftapCTBeHHO虫垂yH叩rIOO6ecIIetIeHm00ⅩPaHLI

MOpC‡CHX6HOJIOrHTleCIくHXpeCyPCOB OCyqeCTBJIeHHK）rOCy月aPCTBeHHOrOIくOHTPOJI5IB

3TO孟C4）ePe〉〉

23）rIpHRa3⑳CBP⑳oT16moH5I2006T．N285T．T’0HpePleJIaXrIOrpaHm0歳

30HLIfIaTePpmOPHHTa負MbIPCROrO（qoJIraHO－HeHe叩tOrO）aBTOHOMHOrOORpyraH

24）np甲a3◎CBP◎16ⅢOH5I2006r■N278r・HOrIPe月eJIaXI10rpa脚HO益30HH

HaTepPmOPHH5IMaJIO－HeHeqfCOrOaBTOHOMHOrOORPyIla’’

25）◎CBMeH5IeTnOrPaHfrqHHfipe灘cmⅠ／30．07．2003／

http：／／www．rg．ru／Anons／arc2003／0730／5．shtm

26）Be30。aCHOCTbrOCynapCTBaHaⅦaeTC5ICrPaH叩／N921（4093）1HX）H5I－7

HK）H5I201lr．／http：／／www．svrpu．ru／psv／4093／020．shtml

－　77　－



78－ロシア沿岸警備隊（その3）

27）MaJIOI｛TO3HaeT，HOBrIOrpaH椚HO最cJIyH6ece蕗qacaBHa叩HHeT／

http：／／rus・rpg7・Org／index・Php／topiQ（塑（27．09．2011アクセス）／／RpもIJIL兄CIleqHa3a／

CITel騨a3PoccHHN5（68）Ma最2002T．／

http：〟www・SpeCnaZ・ru／archive／05＿＿2002／7．h麺

28）ABHaItH5I◎CB：HeROJI椚eCTBOM，aRaqeCTBOM／08．07．2007／

http：／／www・Warandpeace・ru／ru／rePOrtS／view／129921／／Be3HaCHeO6Ⅹ0脚TC5IHHO卿a

CⅡeIlOIIePa岬5I・‥／く（rPaH壬叫aPoccIm｝＞，N931，aBryCT，2006Il．／

http：／／www・pOgraneC．ru／showthread．phD？t＝2519

29）CyIlePlleHTPJIJI5IBBC6y月eTBBopoHe3Re／27．08．2010／

http：／／arl旦y二neWS・ru／2010／08／supercentr一頭

30）ABHaTOpもⅠ3aRPeHHJIH3HaHH兄HaHpaRT批e′N932（3794）10－16aBryCTa

2005r・／地／www・SVrPu・ru／psv／3794／0020．shtml／／ERHHCTBOHe6aHBOnもⅠ／

3・05・2006／塾生亘／／troyka・iks・run｛Ⅴ／arc垣ve／03＿＿05＿＿＿＿2006／14．shtrrli

31）Be30rIaCHOCTLrOCy耳aPCTBaHaqHHaeTC5ICrpaHHqu／N921（4093）1壬王。H，I－7

HIO‡‡兄2011r・／如tp：／／www・SVrpu．ru／psv／4093／020．sht起

32）CoBeTPyfCOBOnHTeJIe丘opraHOB6e30rIaCHOCT封∴KCne叩aJIbHもIXCJIy3X6

rocyJlaPCTB－．ytIaPTHHROBCHr（COPB）／

http：／／W3WSk・by／page・Php？id＝t遜逃（27．09．2011アクセス）〟3軸eRTHBHee

HCIIOJIb30BaThrIOTeHIiHaJICOTPy月HHROB／28・05・2011／http：／／uv－granlCa・ru／？id＝393

33）CTPyHTypa◎CB：IleHTPanhHも通aI－IIaPaT／

蜘ww・agentura．ru／dossier／russia／fsb／structure！（13．12．2011アクセス）

34）MyTa叩5IOPraHOB6e30rIaCHOCTH／20．09．2007／

http：／／www・lntelros・ru／2007／09／20／mutacijaor印nOVbezopasnosti．ht頭／／qTO

3HaeTTI0月IlOJIROBHHR／06．10．2008／

出tp：／／www・nOVayag往墜ta．ru／data／2008／74／01．htm1

35）拙稿、海上保安大学校，50周年記念論文集，平成13年度　ロシア連邦連邦国境警

備庁とその改革（その1），47～48頁
36）Bo孟CRarIPeBPa呵aIOTC月∴BOPraHもⅠ／N9483a2004r．（17．12．2004）／

垣tpp：／／www．mn．ru／issue，Php？2004－48－12
37）rIorpaHyTIPaBJIeHHe◎CBPoccHHHOMara書aHCRO蕗06JIaCTHOT6HpaeT

RaH月H月aTOBHarIOCTyTIJIeHHeBBe書OMCTBeHHもIeBy3もⅠ／12．10．2011／

http：／／severdv．ru／news／show／？id＝548〔噂

38）Heo6Ⅹ0脚M6aH鞘aHHもIXI10IlePCIleXTHBHLIMO和明ePaM／BnHN948（164）13

－19月e壬Ca6p兄2006r．／

http：／／www・VPk－neWS・ru／article・aSD？pr＿＿Sign＝archive．2006．164．articles．namesO1

39）Ho払Ⅰ益06JIHRrpaHIIl耶／26．05．2007／

http：／／www・redstar．ru／2007／05／26＿＿＿＿05／3＿＿＿＿＿03．htmi

40）◎CBI－ePeCTpaI柑aeT1－OrPaHCJIyH6y／29．07．2003／

http：／／www．nomad．su／？a＝5－200307290014

41）IloIIPaHHqHもIeIIepHOnHmeC王CHeHeqaTHもIeH3naHH5I◎CB／

http：／／ps．fgb．ru／smi／smi．htm（111030アクセス）

42）nHHIL叩eT㊥ypa隷提αIHeH3MeHeH／04．07．2007／

http：／／www・redstar・ru／2007／07／0407／201．htm1

43）pもⅠ60JIOBCTBOIT0月ROHTPOJIeM／Ma羞N95（71）2011T．／

http：／／www・boIshoybusiness．ru／archive／43／1Q69！

44）HorpaH壬mHa瑚e5ITeJILHOCTも：HaIleJIeHHOCTも－HaPe3ynLTaT′18．06，2008／

塾がp‥／／www・PrOmreVleW・net／moskva／0叩ranichnaya－deyatelnost－natSelennost－n卑ヱ皇

Zultat？page＝0，4

－　78－



海保大研究報告　第56巻　第2号－79

45）POLUS，ST社製Radiobarrierシステム（Pa且HO6apheP／httTj：／／www．radiobarier．ru／

（111102アクセス）

46）stilsoft社製（AnBTHくくB耶eOJIO‡CaTOP－nO30P〉〉／

httl）：／／stilsoft．ru／ru／cataloEr／videolokator－dozor（111105アクセス）

47）Gorizont社製（Mo6HJIt，HもIrIaTpyJrhHもIiiROMrIJIe壬ccくくrIaTPHOrORarm｝／

httl〕：／／www．だOrizontrostov．ru／（111102アクセス）

48）pnOIくくtHEBA－BTB〉〉／httD：／／www．mkis．su／tovar？幻1t＝3＆gn＝16（101129アクセス）

49）IlpaHHIlaP◎OcHaqaeTC5IaBTOMaTH3HPOBa讐もIMTCHCTeMaMHROHTPOJIE．

norpaHCJIy3R6a／HHTeP4）aRC－ABHO2．11．07／httt）：／／www．1nterDOlitex．ru／

50）BeperoBa5IOXPaHaBCeBHnHT／12・09・09／

http：／／www．dagDraVda．ru／？com＝matCrials＆task＝扇ew＆page＝material＆id＝8170／／

HaBOCTOtIHOMPy6e〇五e／04．06．2008／

http

51）Hom｛OBHHRnMHTPm注KopoJIeB：‖3anaⅦOCTamC5IIIPeXHHMH‖／N943（3908）

310m15I6p兄－6HO5I6p月：2007T．／http：／／www．svrDu．ru／t）SV／3908／0050．shtmi／／

OcHOBHLIeHaHPaBJIeHH兄OCHa叫eHH5日IOrPaHmrXOPraHOBCOBpeMeHHm

CPe月CTBaMHBOOPyXeHⅥ5I，BOeHHO蛍HCIle叩IaJnH0品TeXHmC0歳／13．05．2011／

地∠／federalbook．ru／news／analitics／13．05．2011．htm1
52）11の調整部（課）は、本文の表に列挙された13の沿岸警備系国境局のうち、北極

圏に面する地域を担当するが、内陸に位置する2つの内陸主体の国境局（クルがン州＆チュメ
ニ州国境局及びノウヾォシヒ’’ルスク州国境局）を除いた国境局に設置されているものと思われる。

53）Bo月HもIiiROPEOH：BeperoBa月：0ⅩPaHaHoIIPaHHqHOficJIy〇R6もⅠ◎CBPoccHH

I10月BeJIaHTOrH月ByXJIeTHej左pa60TLI／◎CB3aHrIpOTHBNQ3［06］2009r．／

http：／／www．osfsb．ru／File．ashx？ID＝180

54）◎．A．MoⅢfCOB，MopIlOrPaHOXPaHaPoccHH：oTrIeTPal即DHauHX書He最．

KpaTHfCHfiHCTOP肝IeCRHiiotIePfC．BもIrIyCIくBTOPO歳月00．HH3M．－Mリ2005，000

｛＜H3月aTeJTbCItH羞noMくくCJIaB5mCRH虫MHP〉），C．336－337．

55）HpHぷa3◎enepaJrhHO蕗rIOrpaH椚HO鎮C刀y3IC6もIPoccH放cIくOfi◎e月ePa叩HOT14

HK）H兄2002ro書aN37506yTBePH月eHm壬noJTO況eHH兄060PraHaXMOPCIくOfioxpaHhI

rIorpaH鮮IHO放C刀yX6もIPoccH危cIく0益◎e只ePaq朋

56）MopcRHePy6e）E　Ⅱq明ROHTPOJIeM／15．04．2010／

http：／／not．com／nowadays／structure／baltic／marlneline，htm

57）BSRBCC－BalticSeaRegionBorderControICooperation／

httD：／／www．bsrbcc．ord（111108アクセス）／／BKaJIHHHHrPaReHaCOBeIqaHHeCO6paJmCも

Hpe月CTaB封TeJIHI10rPaHHTmbrXBeJlOMCTBCTPaHBaJrrH丘cI〈OrOMOp5I／07．07．2010／

http：／／www．rg．ru／2010／07／07／reg－SZaPad夜ranlCaTanOnS．htm1

58）運輸省海運河川運輸庁の地域航行安全システムの施設整備は2004年までは港湾利

用税により賄われていたが、「2002年～2010年ロシア運輸システム近代化」連邦特別計画によ

り約10億ノトデルが注ぎ込まれ、「2010年～2015年ロシア運輸システム近代化」連邦特別計画で

は約50億ルーブルが、更に予算外資金から15億ルづヾルが投入されことになっている。こう

した多額の資金投入により急速に航行安全情報システムの整備が進み、GMDSS、AIS及びVHF

無線設備、インマ叫ットC又はインマルサットD＋を利用した船舶ヒタリンクヾシステム「とリトけ」をへしスにした

LRIT、地域船舶位置通報システム（SSS）及び全世界衛星測位システム（GLONASS／GPS）、コスハ（ス・サザ

ット衛星捜索救助システム、ローカルVTSの新設増強及び近代化、並びにこれら情報システムを統合し

た地域統合VTSシステムが各地域（フィンランド湾東部地域、極東のヒjrトル大帝湾、げフ・黒海地

域及びカスヒり海地域）で構築され、ESIMOへのシステム統合が行われている。（◎amopp玉王CRa／

11．12．2008／http：／／0ld．transportrussla．ru／2008－12－11／securite／risk．htm1

－　79－



80－ロシア沿岸警備隊（その3）

59）3aBepIにeHBTOPO丘∂TaI一ⅡpOeRTaPCBM／03．03．2006／

http‥／／www・Pre＄S－release・ru几ranChes／transport／4407f414C9b！迦

60）Cox）3tIeTp6xcTpaH／N911，22．03．2001／

http：／／www・iks・ru／～nkp毎hivnltmla堪V／2001／11li1」news・htrniNtITOXOpOⅢOHa

BaJITHRe，ⅩOpOⅡIOHHaTHXOMOIくeaHe？／03．07．2001／

地篭慧莞慧慧慧莞慧慧慧票。BP。MeHH。。。。。T。兄HHe

HIlePCrIeRTH弘IPa3BHTH5I／建p‥／／ww地marine／sputnik．pdf

（1111077クセわ

62）nyqHIa兄王＝MHPeCHCTeMaROHTPOJI兄6もIJIaCO3naHaHe6JlarOAaP兄，aBOrIPeKH／

E3ReHeneJlhHa月［ra3eTaHHCaTeJIe鎮PoccHH′N927，口5ITHHIIa，6Hm刀5I2001r．／

地主trossla・ru／litrossia／viewitem？如m＿id∃AZ坐
63）HacTpaHe3aROHHOCTH－6eperoBa兄0ⅩPaHa／26．05．2005／

塾軸逝嬰墾L鮎hres・＿rp鹿i－bin／news／pri吐頑？num＝0壁望
64）OtIeMHeBenaeTJIOCOCも…／21・10・2010／地軸ed＆id＝＿廻呈塑

65）yKOrOHPOMもICeJIRaHHaJIanOHH′N947（3861）29HO5I6p5I－5Relta6p5I2006r．

／塾＿ttP：／／www・SVrpu．ru／psv／3861／002O．sht頑

66）BlackSeaLittoralStatesBorder／CoastGuardCooperationForum／

垣tp：肋S也．org仇istory．as里墨（101116アクセス）
67）nocTaHOBJleHHenPaBHTeJILCTBaPoccHiicR0歳◎eFlePa叩HOTlOaBryCTa1998

r・N919”0㊥enepaJILHO伝IleJIeB0歳rIpOrpaMMeHMHPOBO蕗oReaH”

68）2009年改正後のESIMO参加省庁は16省庁（FSBのほか、調整機関の水象気象環

境モニタリげ庁、非常事態省、外務省、国防省、連邦警護庁、教育科学省、天然資源エコ。シ～
】省、産業貿易省、通信マスコミ省、運輸省、経済発展省、エネ楯㌧省、連邦宇宙庁、連邦漁

業庁及びロシア科学アカデミー）である0（HocTaHOBJIeHHenPaBHTeJIhCTBaP⑳oT29脚a6p兄

2005r・N836”06yTBeP隷⊂只eHHHIloJIOXeH壬はOenHHO孟rocy月aPCTBeHHO最cHCTeMe

HHOopMa叩HO606cTaHOBReBMHPOBOMOtCeaHeH〟ECHMO／垣tp‥〟www．esimo二嬰∠）

69）HaIIOMOHt”OrPaHHqHHKaMIIPH月yTCrIyTHHRH／06．04．2011／

http：／／www・SVrr）u．ru／psv／4085／070．shtmi

70）B3aHMOFte最cTBHePocpもⅠ60JIOBCTBaC◎CBPoccHHCyTIeTOMHHJIOTHOrO

IIPOeRTaIIOCOBepIHeHCTl30BaH斑沿HH㊥opMaqHOHHOrOB3aHMOPte丘cTBH5IMe耶yBCeMH

fCOHTPOJIHpyX）叩MHOpraHaMH，OTBeTCTBeHHbIMH3aM＝OHHTOPHHrHROHTPOJIL

PもI60JIOBCTBa／http：／／fish．gov．ru／activities／DocumentS！（111012アクセス）

71）HocTaHOBJIeHHenPaBHTeJIhCTBaP◎oT24neRa6p5I2008r．N9994“06

yTBeP即eHHHHoJIO3ReH且兄060Cy叫eCTBJIeHHHrOCy月aPCTBeHHOrOMOHHTOPI壬fIIla

BORHもⅠⅩ6HOJIOIl椚eC壬CHXPeCyPCOBHrIPHMeHeHHHerO朋．HfIbIX”

72）ITpHRa3◎enepaJILHOrOareHTCTBaIlOPbI60JIOBCTByOTO4㊥eBpan5I2009T，N9

79くく06yTBePH月eHHHyCTaBa◎enepaJILHOrOrOCynapCTBeHHOrOyqpe耶eH壬Ⅰ5I

i｛ueHTPCHCTeMもIMOHHTOPI王HraPもⅠ60JIOBCTBaI壬CB5I3H｝〉

73）HacTpa3Re3aROHHOCTH－6eperoBaSIOXpaHa／26．05．2005／

塾讐畿椚aT廟。T
BJIO〇EeH0月09MnPnPy6JIe去／28・09・2010／お堕P：／／prirr曝型頭ia．biz／show／？id＝65456

75）nBeBOeHHもⅠⅩmITHJIeTltH／25．02．2011／

地，ru／articles／2011tQ2／25／prog∠
76）060pO讐0でPOMもIHIJIeHHbIfiROMIIJIeRC（0HK）／

地－！！www・Yf！llprlrn∴r扉shop／catshow．p如？cat主垂塑（27．06．11アクセス）
77）吋ア経済の現状と今後の展望、2010年8月27日、三菱UFJ軒チ＆コンサルティげ／

－　80　－



海保大研究報告　第56巻　第2号－81

http：／／www・murC・jp／report＿pdf720100830」75507＿＿＿0419629．pdf／／世界経済の潮流

2010年tl第2章2ロげ財政危機（98年）平成22年11月内閣府／

出師刷tm1
78）MもⅠ6y月eMCTPOHThROPa6JlI王／30．01．2006／

http：／／www．kadis．ru／daily／？id＝25821）

79）A叩Pe鎮¢poJIOB・By只yqeePOCCI適cRHXBOOPy3ReHH孟′HHneRCBe30rIaCHOCTH

N91，BecHa2011Il．／

http：／／pircenter・Org／data／publicatlOnS／siruS1－11／Analysis－Frolov．・pdf

80）Pa3BHTHeOJIOTa－3anatIarOCy只aPCTBeHHa兄／29．07．2006／

http：／／www．redstar．ru／2006／07／29＿＿07／1＿03．ht頑

81）MLI月PJIXHもICOXPaHHThHaHlHH3RHBbIe・一l｛Opa6JIH／CTpaHa．ru，aITPeJIL2002T．

／／蜘p：／／shipbuilding・ru／rus／interviews／kuroedov！／／Pa3BHTHeOJIOTa－3a書atIa

rocy月aPCTBeHHa月＝／29・07・2006／http：／／www・redstar・ru／2006／07／29＿＿07／1＿＿03．html〟

08・10・2010／TheVoiceofRussia／http：／／hpanese，ruVr．ru／2010／10／08／24844075．htm1

82）MopcIくHMCy月aM6もITも？‥／01．11．2006〟

http：／／www・nVS一）b・ru／stories／morskim＿＿Sudam buetmz＝＝id＝＝57997

83）KoHTypもIMOpCIく0丘cTpaTerHHPoccHH／22．09．2004／

http：／／www．redstar．ru／2004／09／2209／2＿＿01．htm1

84）MBMC－2011．qeIlOXPlaTbd）JIOTy／5．07．2011／

http：／／rus．ruvr．ru／2011／07／05／52792158．htm1

85）AJIbTepHaTHBaOCTaHeMC5I6e360eCHOCO6HOrO㊥JIOTa／09．03．2011／

http：／／vpk－neWS．ru／articles／7223

86）Ity月aH月eTHa月BO茜EhI去缶JIOT？／NQ29（345）3a28HX）JI5I2010T．／

http：／／vpk－neWS．ru／articles／6613

87）Quovadis，POCCI蕗cRH顔OJIOT？／XypHaJIくく3ⅠccHOPTBOOpy3ReHI通〉〉NQ2

（MaPT－arIPeJIも）2003T．／／ht・tP：／／makeyev．msk．ru／pub／msvs／2003／QuoVadis．htm1

88）CMeHaMOPCIく0歳FtORTpHHbIFlOPOrOO60軸eTC5I6X）n3ReTy／03，02．2006／

http：／／www・r将・ru／economics／2006－02－03／3filegaty・html／／HcrIOJIHeHHe

rocynapcTBeHHOrOO60POHHOrO3aRa3aPocc‡‡HB2009ro刀こy／HypyHaJIくく3RCrIOpT

BOOpy3EeHH払〉，MaPT‾aIIPeJIb2010r．／

http：／／www．perlSCOpe2．ru／pdf7100630丑0lov．pdf

89）A皿TePHaTHBaOCTaHeMC月：6e360eCrIOCO6HOrO＊JIOTa／09．03．2011／

http：／／vpk－neWS．ru／articles／7223）

90）HoBbIeCTaPbIe㊥peraTもⅠ／28．06．2011／

http：／／rus．ruvr．rui2011／06／28／52466196．htm1

91）OROJIOlOOIOPa6JIe最HRaTePOBpa3JIHqHもⅠⅩMOR頑HRa叫Ⅰ鎮ITPHH5ITOHa

BOOPy3ReHHeIlorpaHH¶HO丘cJIyつR60歳◎CBPoccHH－BaJIePH孟HaHtIeHlく0／

30．10．2007／http：／／portnews．ru／news／31697／
92）peかPMaMOpHOrPaHOXPaHbIIIJIHBeTHaP3式aBOMROPa6JIe／04．02．2005／

http：／／nvo．ng．ru／fbrces／2005－02－04／3reform．htm1

93）CynocTPOHTeJIもHa5IIIPOMもⅠⅢJIeHHOCTも／11・06・2002・◎eAePaJIもHa5I

rIOrpaHHtIHa5ICJIy34C6aP◎HOAO’’RoHllePHCPe月He－HMaJIOTOHHaXHOrO

ROPa6JIeCTPOeHHSI一一I10RIIHCaJI劃［reHePaJIもHOeCOma工にeHHeOCOTPy只HHqeCTBe．／

27・12・2002・nocJIOBaMIleH月HPel｛TOPaOAOHnpH6aJITHiicRH飽cynocTpOHTeJILHもⅠ孟

3aBORH5IHTapも一一（r，KaJIHHHHIIPa月）HI王ROJIa5IBoJIOBa／

http：／／ia・Vpk・ru存pkrus／otrasli／shiplhtm

94）IIpaHHqaMeH月：eT3aMICH／02．06．2010／

http：／／www．rg．ru／2010／06／02／pronichev．htm1

95）yrIOrPaHCJIy3X6もICJIOHHa5ICHTyaItH5ICH二OBLIMI壬ROPa6JI兄MI王／27．05．2011／

－81－



82－ロシア沿岸警備隊（その3）

http：／／www・1．maSh・ru／news／novotrasl／14078－u－pOgranSluzhby→Slozhnaja－Situacija－S

－nOVVmi．htm1

96）FSB沿岸警備隊が採用を検討しているオーストリア「Schiebel」社製の無人ヘリ「S－100

Camcopter」の離着艦試験が新型警備艦「好一」艦上で行われている。（HatIepHOMMOPe

ycrIeⅢHOrrPOBeneHHMOPCKKe壬IC工払汀aH玖fIB几ABePTOJIeTHOrOTHla／29．11．2011／

http：〟flotprom・ru／news／index．php？EIJEMENTID＝98j＿94）

97）norpammBHRO刀HM刀朋は月e／27．06．2011／

http：／／www・rg・ru／2011／06／27／reg－kuban／DOgranSlujba．htmi

98）拙稿、海上保安大学校，50周年記念論文集，平成13年度，ロシア連邦連邦国境警

備庁とその改革（その1），50頁
99）rocynapcTBeHHa兄rPaH叫aP◎‥3aⅡ岬TaHOXPaHa／N9632008T．／

http：／／www・SOVetnikprezidenta．ru／63／3bezopas．html

lOO）ItCMK：IIePe月OBHeTeXHOJIOrHH－HaCJIyX6eOJIOTy／04．09．2003／

塾ttp：／／www・kcmk．ruJpublications／12／default．htm

lOl）It6eperaMIDHHq6epreHa／Ila3eTaCBePeHOrOかoTaくくHacTPaXe

3anoJI耳pb甜〉N972（18497）20HO兄6p兄2010／

http：／／www・redstar・ru／regions／2010／11／2011／201110－na－S－Z．pdf

lO2）拙嵐ロシア沿岸警備隊（その1），海上保安大学校研究報告，第54巻第2号（平成

21年度），64頁，65頁及び74頁
103）一一CHpyT一一3anymHT6pal｛0HもePOB／07．06．2002／

http：〟nvo・ng・ru／armament／2002－06－07／6sprut．html

lO4）◎e井ePaJIhHa5IqeJIeBa5IHpOrPaMMa．．nOBHIIIeHHea的eRTHBHOCTH

HCrIOJn30BaHH兄Hpa3BmePeCyPCHOrOHOTeHIIHaJIaPもⅠ60Ⅹ03見放cTBeHHOrO

ROMrIJIeRCaB2009－2014roAaX．▼（yTB．I70CTaHOBJIeHHeMnPaBWreJIbCTBaP◎oT12

aBryCTa2008r．N606）（cH3MeHeHH5MHOT5HE）几兄2010r．）

105）この変更は、「フC冊㌧」の方が、「スプル小」よりも総トン数が大きいにもかかわらず、

2隻の建造合価が僅かに安価で、国産へのこだわりを見せているFS8国境総局にとって、
「スフ〇ルパ」はドイツ製ディーゼル・エレクトリック主機を国産に変更できないためであったと思われる。

106）総トン数（満載1238トン、長さ53．7㍍、幅10．72㍍、喫水4．31㍍、速力12．6ノッ

ト、航続距離7000マイル、航海目数25日、乗組員25名。（MaJnIeHPOTHBOnOROⅦLIeKOPa61IH

rIpoem503／http：／／russian－ShiDS．infb／razvedka／503htm（11．11．2011アクセス）

107）HacTPa㌶eMOPCRHXPy6exe孟／N912ReRa6pも2010r．／

http：／／www・Oborona・ru／1437／1440／index・Shtml？id＝3957＃

108）◎CB3al｛a3aJlaB3eJIeHOAOJIbCRe㊥peraT即Ⅰ兄0ⅩPaHLIHleJr頑a／29．12．2011／

http：／／www．business－gaZeta．ru／article／52037／

109）設計番号22100は、設計番号22460型「ルヒ予－」の対抗馬であった「ア析ス」設計局

設計の700トン警備艦に最初付けられていた設計番号あった。（noH御所血ⅧCb60JIee

3抽emBHHeROPa6JH／28・12・2011／http：／／vpk－neWS．ru／articles／8508）

110）norpaHmHHMfCOPa6JuM6m！／拭ypHaJIくくnOrPaHm壬0〉◎eBPaJn2011T．，

111）yBePeHfnIMl｛ypCOMRHaMeqeHHLn4IleJI兄M′HypHaJIくくnorpaHmW）

牲肌鴨2010rリC．3－4．

112）rIoceIqeHHeHOrPam－ⅦOrOIIaTPyJnHOrOCy脚aくくKoMaHROp〉〉′30．06．2011／

http：／／TIpe3Ⅰ壬neHT．p㊥／news／11807

113）BeperoBa兄0ⅩPaHa－CTPymypaHpaBOOXPaHme皿Ha5I／NQ30（4102）3

aBryCTa‾9aBryCTa2011r・／httD：／／www．svrDu．ru／DSV／4102／130．sht頭

114）挽ゆopMaiPl00TRarmaHOBWI10HOBOMyaRPeCy／09．12．2011／

http：／／fishnews．ru／news／1731Q

－　82　－


